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党　派　別

1,177

＜市長＞－＜副市長＞－
市 長 公 室－秘書課，政策企画課，地域振興課，
　　　　　　　　　情報政策課，みとの魅力発信課，男女平等参画課
総   務   部－総務法制課，行政改革課，人事課，管財課，工事検査課
財   務   部－財政課，契約課
　 │
税務事務所－市民税課，資産税課，収税課
市民環境部－市民生活課，地域安全課，環境課，市民課，衛生管理課，
　　　　　　　　　ごみ対策課，清掃事務所
保健福祉部－福祉総務課，生活福祉課，障害福祉課，高齢福祉課，
　　　　　　　　　子ども課，国保年金課，介護保険課，保健センター
産業経済部－商工課，観光課，農政課，農業環境整備課，
　　　　　　　　　農業技術センタ－，公設地方卸売市場，内原農政事務所
建   設   部－建設計画課，道路管理課，道路建設課，生活道路整備課，
　　　　　　　　　河川都市排水課，建築課，土木補修事務所，内原建設事務所
都市計画部－都市計画課，建築指導課，公園緑地課，市街地整備課，
　　　　　　　　　住宅課，泉町・大工町周辺地区開発事務所，内原都市整備事
　　　　　　　　　務所
下 水 道 部－下水道管理課，下水道整備課，下水道施設管理事務所

＜会計管理者＞－会計課

＜消防長＞－
消 防 本 部－消防総務課，火災予防課，消防救助課，救急課，
　　　　　　　    北消防署，南消防署

＜水道事業管理者＞－
水   道   部－水道総務課，経理課，料金課，水道整備課，給水課，
　　　　　　      浄水管理事務所
＜教育長＞－
教育委員会事務局－教育企画課，学校教育課，幼児教育課，学校施設課，
　　　　　　　    　　　　生涯学習課，文化課，スポーツ課，中央図書館，
　　　　　　　　　　　　　総合教育研究所，内原中央公民館

＜議会＞
議会事務局－総務課，議事課

＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局，監査委員事務局，農業委員会事務局

住民所得

渡辺　政明

④有権者数（平成２４年３月２日現在）

96.1

任　　　　期

2,065

④機構図（平成２４年４月１日現在）

2,153

副市長

一般行政職の
平均給料月額

公明5人，自民3人，共産3人，社民2人，民主1人，みんな1人，無所属13人

（人）

247

3,475

①生産・所得（平成２１年度）

世帯数

老齢人口割合女

112,099

市町村内総生産

2.8

人口１人当り

計

水戸の梅，のし梅，納豆，梅干し，吉原殿中，シェーブルチー
ズ，水戸藩ラーメン，梅酒

2,836

73.7

農業
（平成２２年２月１日）

4,820

②産業構造

％ ％

％

21,880

268,750

⑤老齢人口割合

217,795

人
口

男

女

合計

135,168

268,649

就業人口（平成２２年国調）

就業者１人当り

（Ｈ24.3.31住基人口）

22.0

104,521

％

113,381

4,259

262,603

千円7,524 億円

千円

(百万円・人）

6,715

0.4

92,777 ％

総生産額（平成２１年度）

％

125,207

92,296

③農業・工業・商業

1,122,045 －

（人・百万円）

農業就業人口

－

124,297

8.3

99.4

うち専業農家戸数

17.5

事業所数

259

（H22.1.1～12.31）

農家数

1,114,904 ％

784 4,859

36,782

事業所数

4,007 1,520,141

（H18.4.1～19.3.31）

製造品出荷額等

7,135

橋本　耐/田尻　充/欠員

従業者数
年間販売額 

億円11,220

卸・小売業
（平成２１年７月１日）

従業者数

条例定数 28

③職員数（平成２３年４月１日現在）

28

平成１７年

137,832

127,435
平成21年4月1日

現議員数

ラスパイ
レス指数

133,738

平成２２年

副議長

平成27年5月28日

平成20年4月1日

3,172 百円

全職員数
の  推  移

製造業
（平成２２年１２月３１日）

第３次

区分

第１次

第２次

区分

総額・総数

＜産業・経済＞

127,824

105,529

1 期目
高橋　靖

全職員数

人

公営事業
会計関係

②議会（平成２４年５月１日現在）

平成27年5月28日たかはし　やすし

46

310-8610

gyoukaku@city.mito.lg.jp

④特産物

普通会計関係

地域手当
補正後

ラス指数
99.7

1,818

2,088

平成22年4月1日

任 期

市章等 〒

＜行政組織＞

類型 特例市

水戸市中央一丁目4番1号

ｋ㎡

〈e-mail〉
地方公共
団体コ－ド

〈 住所 〉

http://www.city.mito.lg.jp
029-224-1111 〈 ＦＡＸ 〉〈 ＴＥＬ 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉
029-228-2825

082015

うち一般行政関係

面積

①長等（平成２４年５月１日現在）

議　　　　長

人

長

須田　浩和

歳） 就任回数

有権者数

100,218

261,562

男

③人口・世帯数

2,107

国勢調査

112,266

130,918

平成１２年 （平成２４年４月１日）

137,668

常住人口

130,981

＜概要＞

②地勢・風土等
　首都東京から約100km隔たり，関東平野の北東端に位置
する茨城県の県庁所在地であり，平成13年4月1日からは，
県内初の特例市となった。
　水戸市の特徴でもある豊かな自然や歴史，文化などの資
源を活用し，まちの魅力の発信による経済の活性化を図りな
がら，市民と行政との協働により「笑顔にあふれ安心して暮
らせる都市の実現」を目指している。

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水　宅造　市場　駐
車場）

公営企業

明治２２年４月１日　市制施行
昭和３２年６月１日　編入　飯富村　国田村
昭和３３年４月１日　編入　赤塚村
平成　４年３月３日　編入　常澄村
平成１７年２月１日　編入　内原町

都市開発

①沿革

一部事務組合加入事業
火葬場　ごみ処理・屎尿処理　運動
場　スポ－ツレクリェ－ション施設　健
康づくり施設　老人保健センタ－運営
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　　市町村会館管
理　農業共済　税滞納整理

水戸市（みとし）
地域指定

217.43



(350.0)

(25.0)

－

＜主要課題＞
　・中心市街地の活性化
　・自然環境の保全と再生
　・少子高齢社会への対応
　・広域行政の推進
　・行財政改革の推進

＜特色ある行政＞
　・中心市街地の活性化（空き店舗総合対策等）
　・歴史的資源の活用（世界遺産登録に向けた取組の推進等）
　・観光の振興（広域観光の推進等）
　・自然環境の保全（サケの遡上する環境づくりの推進等）
　・子育て支援（次世代育成支援対策等）
　・教育の充実（小中一貫教育推進事業「まごころプラン」等）

H15
～

H26

H24
～

H27

6,500
内原駅周辺地区
整備事業

②今後の主要課題・特色ある行政等

利用者の安全を確保するため，年次
的に耐震化を推進し，平成26年度の
完了を目指す。

3,600

1,800

児童・生徒の安全を確保するため，年
次的に耐震化を推進し，平成26年度
の完了を目指す。

－

△ 3.0歳　　　出

その他

－

－

道路改良率

上水道等普及率

5

－

－

公民館等

公営住宅

19.3

25.5

57.1

10,609

義務的経費

普通建設事業費

（千円・％）

収入額

87.6

徴収率

）

④市町村税の状況（平成２２年度）

（ ）

区分 調定額

36.1

14,534,912

(

16,596,418

35.8

内原駅北土地区画整理事業等

市街地再開発事業

（百万円）

泉町１丁目南地区市街地再開発事業
泉町１丁目北地区市街地再開発事業
大工町１丁目地区市街地再開発事業

H11
～

①主要施策実施状況

内　　　容

274

期間名　　称

＜主要施策等＞

33

体育館

）

20,159,635

(

37

小学校 ※ 34 校

）

か所

か所 汚水処理普及率

99.6

39.3

か所

か所

か所

か所

83.3
16,784,187

5,003,254

）
97.1

(

4,860,384

（

11,214

③主要指標（平成２２年度）

学校給食共同調
理場改築事業

ドライシステムを採用するほか，見学・
研修，体験等に活用するなど，食育活
動推進拠点として整備する。

うち繰出金

その他の経費

12.9

32.3

H20
～

H26

連結実質赤字比率 － ％

実質赤字比率

将来負担比率

・健全化判断基準

11.5実質公債費比率 ％

[73.7]

[11.1]

133.8

100,053

積立金現在高（C) [5,150]4,554

百万円

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

98,946 [19,985]百万円将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

うち繰入金

44.2

8.9地方交付税

国庫支出金

うち臨財債費

歳　　　入

区　　分

91,039

地方債

地方税 40,222

8,090

92,359,628

形式収支

5,474

8,946

14,619

86,745,410

歳　　入

単年度収支

2,927,933

実質収支 2,246,292

増減率

4,293,459

2,036,470

②主な歳入・歳出（平成２２年度）

平成２２年度決算

△ 2,941 △ 24.7

決算額

区分

実質単年度収支 1,265,064

1,534

△ 1,262 △ 7.9

23.4

9.8

構成比

6.0

-

（百万円・％）

△ 1,321

2,456,961

増減額

－

-

△ 1.4

）

86.946,294,330

- 12.1

41.7

△ 50 か所

市町村税合計
（国保除く）

※のみ平成２３年度

△ 0.1 プ－ル

市町村民税・個人
（構成比）

43.5

91,038,869

10.8

市町村民税・法人
（構成比）

（

固定資産税
（構成比）

668,234

（千円・％）

△ 3.0

-

△ 1.4

増減率

＜財政状況＞
①決算収支

歳　　出 89,431,695

平成２１年度決算

21.0

0.1

2,914,526

16.1

22,132

16,779

86,745

19,162

73

49,520

4,426

10.3

10.6

5.1

5.2

8,973

％ 11.25(

うち単独

9,202

4,482

28,023

－

12.2

－

△ 5,665

－

5,080

△ 1,236

中学校 ※

保育所

概　 算
事業費

14,000

％85.1

18 児童館校

幼稚園 ※ 35

1

園 108老人福祉施設

か所 病院・一般診療所

9

＜公共施設整備状況＞（平成２２年度）

40,222,299

％

％

％戸 道路舗装率

H21
～

H26

－

0.7

百万円

16.25(

・普通会計に関する主な指標

[2,838]

％

[22,297]

54,587

[0.716]

経常収支比率

標準財政規模（平成２３年度）

0.831

百万円

財政力指数（平成２１年度～平成２３年度）

％84.4

[14,967]

債務負担行為支出予定額（B)

[87.0]

地方債現在高（A) 百万円

3,447

△ 38.7

△ 21.8

△ 49.6

うち補助

△ 4,416

市民センターの
耐震化

)

)

小・中学校施設
の耐震化

－

1,200

1.6

投資的経費

扶助費

人件費

公債費

－

162

82.5

6

3,775

図書館

△ 2,686

－

－

4,802

11.4

27.7

116


